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■ 技術革新が労働に与える影響 ■ 官民の連携による社会課題解決

Hot  Topics

02
 

  政策紹介

01
　医療、介護、年金、子育て、福祉、雇用・労働といっ
た国民生活を支える各制度の最適化を超えて、今
後の少子高齢化、人口減少、一人ひとりの働き方・
暮らし方や家族のあり方の多様化、財政の状況な
どの社会経済状況の変化を見据え、社会保障・労
働政策の中長期的な方向性を考え、社会保障制
度改革や働き方改革の企画立案と改革推進の司
令塔としての役割を担っています。

▲人の一生を支える社会保障

ライフサイクルでみた社会保障の給付と負担のイメージ

社会保障・労働政策の
グランドデザインと将来像を描く
私たちの使命  O u r  M i s s i o n

厚生労働省の政策のコントロールタワーとして、少子高齢化・人口減少、技術革新など
社会経済状況の変化を踏まえ、政策のグランドデザインや将来像を描きます。
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　AIやIoTといった技術革新が、働くことに
どのような影響を与えるのか、またどのよう
な対策を講じる必要があるのかについて、
中長期的な視点で検討を進めることが必
要です。

　ＡＩなど新しい技術が雇用や働き方に与える影響と対応
について学識者や専門家とともに議論を進めています。また、
労働時間や有給取得率など各企業の働きやすさに関する情
報を誰もが見られるサイトを立ち上げ、規制だけでなく「見え
る化」の手法を使った働き方改革を進めています。

　このため、労働経済白書でイノベーショ
ンの推進について分析を行ったり、労働政
策審議会労働改策基本部会でAIの専門
家や法律実務の専門家等とともに議論を
進めています。

　官民が連携して行う社会的な事業に民間の投資資金を
活用する新しい仕組み（ソーシャル・インパクト・ボンド）を日
本に根付かせるため、モデル事業を通じて手法の開発をして
います。

新しい課題への対応

04
　現在の政府の最重要施策は、「一億総活躍」「働き方
改革」「人生100年時代構想」「生産性革命」など、社会
保障・労働政策など厚生労働省の政策ツールが必要な
ものばかりですが、省内・省庁間の縦割りを排して厚生
労働省の政策リソースを日本全体の課題解決にどのよ
うに活かせるかを考え、政策を動かしています。
　また、厚生労働行政における規制改革、国家戦略特
区、地方分権、地方創生、税制改正などの取組を進める
とともに、厚生労働省のすべての政策を対象として政策
評価を行い、厚生労働行政全体の効果的かつ効率的な
実施を図っています。

▲「ニッポン一億総活躍プラン」フォローアップ会合にて

政府全体の重要課題への対応政策のグランドデザインの構築 03
　人口動態、雇用、企業の動きといった社会の実態につ
いて関係者の認識を深め、厚生労働行政の現状につい
て発信するため、毎年「厚生労働白書」、「労働経済白書」
を作成、公表しています。
　「厚生労働白書」は毎年設定するテーマに沿って、厚生
労働行政分野における将来見通しや施策の方向性の提
示を行い、「労働経済白書」は「働く」ことの現状や課題に
ついて、統計データを活用し経済学的に分析しています。
　また、国民の所得や生活状況、成長と分配の関係、社
会保障等の機能の検証などについて、統計データを活用
するとともに各界の有識者とともに研究を進めています。

社会保障・労働政策のシンクタンク機能

　ソーシャル・インパクト・ボンドなど新たな官民連携手法
の開発を目指し、「健康づくり」、「児童福祉」、「生活困窮者
支援」、「地域コミュニティづくり」といった様々な分野のモデ
ル事業を全国10の地域で実施しており、例えば、AIやレセプ

トデータを活用した受診勧奨による人工透析への移行予
防、引きこもりの若者等へのアウトリーチによる就労に向け
たステップアップ支援などに取り組んでいます。
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03
　今日の行政においては、国民にとっての利
便性の向上や迅速な情報提供、行政事務の
効率化の観点から、ＩＴの活用が必要不可欠
となっています。
　インターネット経由で各種申請等手続を行
うためのシステムや国民に向けて情報発信を
行っている厚生労働省ホームページの整備・
運用を行うとともに、サイバー攻撃への的確か
つ迅速な対策を講じることで、国民の情報を
守り、安心・安全な行政サービスを維持・継続
する取組を行っています。
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■ ICD-11の改訂に向けて

厚生労働行政を支える統計の整備と情報化、
医療等分野のＩＣＴ化の推進

私たちの使命  O u r  M i s s i o n

厚生労働行政の基礎となる人口動態・雇用・医療等に関する主要な統計調査を実
施しています。また、情報政策の司令塔として、医療等分野のICT化や厚生労働行
政の情報化を推進するとともに、情報セキュリティ対策の強化に取り組んでいます。

政策紹介

01
　証拠に基づく政策立案(EBPM , ev idence-based po l icy 
making)を推進するためには、実態把握をはじめとして、統計デー
タ等の積極的な活用が必要不可欠です。厚生労働省では、人口動
態や世帯、医療、社会福祉、労働者の雇用、賃金、労働時間に関す
る大規模な全国調査を実施するとともに、WHO（世界保健機関）
やOECD（経済協力開発機構）等の国際機関と協力し、統計データ
の国際比較や国際統計分類の整備等にも取り組んでいます。

02
　健康・医療・介護分野でのＩＣＴの活用は、少子高齢化が進む中
で、健康寿命の延伸、社会保障制度の持続可能性の確保といった
我が国の課題に対応するための手段の１つです。厚生労働省では、
データヘルス改革として、各制度で蓄積されたビッグデータの利活
用や最先端技術の導入により国民がメリットを感じられるＩＣＴイン
フラの整備などの取組を進めています。
　また、マイナンバー制度については、社会保障制度や税制の公平
性・透明性・効率性を高めることや行政手続の簡素化が期待されて
います。平成29年11月からマイナンバー制度を活用することで地方公
共団体等における行政手続で添付書類の省略を開始しており、厚
生労働省においても制度の円滑な施行に向けて取り組んでいます。

厚生労働行政を支える統計を整備する

厚生労働分野における
ＩＣＴ利活用・情報化の推進等

使いやすく安心・安全な
情報システムを構築する

　現在、WHOでは国際疾病分類（ICD）の
第11版への改訂に向けて、抜本的な見直し
作業を進めています。
　平成28年10月にWHO加盟国の保健省
等を招待した「ICD-11改訂会議」、平成29
年9月にWHO担当官や国内の専門家等が

参加した会議を東京で開催して、ICD-11へ
の期待や国内適用に向けた課題など活発
な議論を東京で交わしました。
　ICDは、人口動態統計（死因統計）、患者
統計や、病院・診療所のレセプト、カルテ等
において、医療情報の体系的な把握のため
の手段として重要な役割を果たしています。

Hot  Topics

01
　近年、様々な分野におけるＡＩ（人工知能）の活用が
進んでいます。保健医療分野においてもＡＩの活用によっ
て、①全国どこでも最先端の医療を受けられる環境の
整備、②患者の治療等に専念できるよう、医療・介護従
事者の負担軽減、③新たな診断方法や治療方法の創出
といった効果が期待されます。
　このため、ディープラーニングや機械学習の手法を用
いて、画像診断支援、医薬品開発、手術支援、ゲノム医
療、診断・治療支援、介護・認知症の６分野における、
ＡＩの開発・実用化に向けた研究を進めています。
　保健医療分野におけるＡＩの利活用を推進することで、
医療の質の向上・均てん化と医療イノベーション創出を
目指します。

国民の暮らしを守り、未来をつくる

私たちの使命  O u r  M i s s i o n

厚生科学課では、国民の安全や安心を確保するため、厚生労働省の科学技術に関
する事務の総括、感染症や食中毒が発生した際の危機管理、自然災害等が発生し
た場合の初動対応の調整等の業務を行っています。

政策紹介

02
　厚生労働省では、災害発生前
段階から被害の復旧・復興に至る
までの各段階に応じ、被災者・被
災地のニーズを踏まえたきめ細かな支援を行います。
　災害発生前は、防災・減災対策として、医療・福祉施設等に
おける防災計画の策定や避難訓練の実施が重要です。災害発
生時には、現地の情報把握、医師・保健師等の専門家チーム
の派遣、避難所の衛生管理、水道の応急復旧等の対応が必要
です。さらに復旧・復興の段階では、医療・福祉施設、水道等の
復旧、被災者のこころのケア、仮設住宅等に入居している方々
の見守りや生活支援などに取り組まなければなりません。
　国民の生命、安全、健康を守るため、今後も、災害・危機管
理対策に全力で取り組みます。

■ 遺伝子治療

保健医療分野における
ＡＩ（人工知能）の開発 災害・危機管理対策
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■ 遺伝子治療
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■ 厚生労働省所管分野の
　 科学研究の推進
　保健医療、福祉、薬事・食品衛生、
労働安全衛生などの分野の研究を
推進し、厚生労働行政の科学的根
拠として活用するとともに、これらの
分野の科学技術の向上を図ります。

■ 健康・医療分野における
　 成長戦略の推進
　日本発の革新的な医薬品・医療機
器の創出、再生医療をはじめとした世
界最先端の医療の実現を目指し、健
康・医療分野での成長戦略の取組を
政府一丸となって推進しています。

■ 健康危機管理・
　 災害対策
　大規模な感染症や食中毒の発生、
地震・豪雨・火山噴火等による自然災
害の発生に対して、健康被害の発生
や拡大防止、医療や飲料水等の確保
などの初動対応の調整を行います。

部局の所掌分野

　近年、遺伝子治療に関する研究は、目覚ましい進歩を遂
げており、「ゲノム編集技術」という遺伝子を直接書き換える
新しい方法が開発されています。
　厚生労働省では、遺伝子治療の臨床研究における倫理性

や安全性を担保するため、「遺伝子治療等臨床研究に関す
る指針」の見直しを行うとともに、日本医療研究開発機構を
通じ、大学や研究機関における研究開発やそのための環境
の整備を進めています。


